








�



�



�



�



�



�

�

�

����

����

����

�	��

����

����

���

��


�	��

���	

���

���

���

���



�

�

�

�

�

�

�

�

� �



�



�



�



 

 

 

 



 



 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

    

 

 

  

 



 



 



 

 

       

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

  

 

 

 

    

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



 



 

 

 



 



 

  

 

 

 

  

 

  

 



 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 



 



 

 

 

  



 

  

 

  

 

        

 

 

 

 

 

 

 



�



�



�



�



�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�



�

�

�

�

�

� � �

�

� �

� �

� �

� �

�

� �

� �

� �

� �

� �

�

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� �

� � �

�



�

�

�

�



�

�

�

�

�

�

�

�

�



�

�

�



�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�



�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�



�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�

�



�

�

�

�

�

�

�

�

�

�



�

� �



�

�

�

�



�



49 
 

【あ行】 

入口支援 

一般に、矯正施設出所者を対象とし、矯正施設から出所した後の福祉的支援という意

味での「出口支援」に対して、刑事司法の入口の段階、すなわち、矯正施設に入所するに

至る前の段階で、高齢又は障がいのある被疑者等の福祉的支援を必要とする者に対して、

検察庁、保護観察所、弁護士等が、関係機関・団体等と連携し、身柄釈放時等に福祉サー

ビス等に橋渡しするなどの取組をいう。 

 

【か行】 

仮釈放 

再犯を防止し、その改善更生と円滑な社会復帰を促進することを目的として、改善更

生が期待できる懲役又は禁錮の受刑者を刑期満了前に仮に釈放すること。仮釈放の期間

（残刑期間）が満了するまで保護観察に付される。 

 

鑑別 

非行又は犯罪に影響を及ぼした資質上及び環境上問題となる事情を明らかにした上、

その事情の改善に寄与するため、その者の処遇に資する適切な指針を示すことをいう。 

 

帰住先 

帰住先とは、刑事施設、少年院に収容されている者が、出所・出院後、一定期間生活を

していく場所を指す。親族・知人宅のほか、就労先の寮、更生保護施設や自立準備ホー

ム、グループホーム等の社会福祉施設などがある。 

 

帰住予定地 

刑事施設、少年院に収容されている者が釈放された後に居住する予定の住居の所在地

をいう。 

 

起訴猶予 

犯罪の嫌疑が認められる場合でも、犯人の性格、年齢及び境遇、犯罪の軽重及び情状

並びに犯罪後の情況により訴追を必要としないことから不起訴とするもの。 

 

矯正施設 

刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。 

 

協力事業主（協力雇用主） 

保護観察所において登録し、犯罪をした者等の自立及び社会復帰に協力することを目

的として、犯罪をした者等を雇用し、又は雇用しようとする事業主をいう。一般的には、

「協力雇用主」だが、山形県では「協力事業主」と呼称している。本文では、「協力事業

主」と表記している。 

参考資料７ 用語の説明 
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居住支援法人 

 住宅セーフティネット法に基づき、低額所得者、被災者、高齢者、子育て世帯等の住

宅の確保に特に配慮を要する住宅確保要配慮者に対し民間賃貸住宅への入居に係る情報

提供・相談、見守りなどの生活支援を行う法人として都道府県が指定するもののこと。 

 

刑事施設 

刑務所、少年刑務所及び拘置所をいう。 

 

刑務所 

受刑者を収容し刑の執行を通じて、改善更生に向けて、社会に適応するよう様々な処

遇を行う施設。 

 

更生保護サポートセンター 

保護司を始めとする更生保護関係団体、地域の関係機関・団体及び地域住民との連携

の強化を図るための、地域における更生保護の拠点。 

 

更生保護 

犯罪をした人や非行のある少年を社会の中で適切に処遇することにより、その再犯を

防ぎ、非行をなくし、これらの人たちが自立し改善更生することを助けることで、社会

を保護し、個人と公共の福祉を増進しようとする活動。 

 

更生緊急保護 

更生保護法（平成 19 年法律第 88 号）第 85 条に基づき、保護観察所が、満期釈放者、

保護観察に付されない全部執行猶予者及び一部執行猶予者、起訴猶予者等について、親

族からの援助や、医療機関、福祉機関等の保護を受けることができない場合や、得られ

た援助や保護だけでは改善更生することができないと認められる場合、その者の申出に

基づいて、食事・衣料・旅費等を給与し、宿泊場所等の供与を更生保護施設等に委託し

たり、生活指導・生活環境の調整などの措置を講ずるもの。刑事上の手続等による身体

の拘束を解かれた後 6 月を超えない範囲内（特に必要があると認められるときは、更に

6 月を超えない範囲内）において行うことができる。 

 

更生保護施設 

主に保護観察所から委託を受けて、住居がなかったり、頼るべき人がいないなどの理

由で直ちに自立することが難しい保護観察又は更生緊急保護の対象者を宿泊させ、食事

を給与するほか、就職援助、生活指導等を行ってその円滑な社会復帰を支援する施設。 

 

更生保護女性会 

地域の犯罪予防や青少年の健全育成、犯罪者・非行少年の改善更生に協力する女性の

ボランティア団体。 
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更生保護法人 

更生保護事業法（平成 7 年法律第 86 号）第 2 条第 6 項に定める法人で、更生保護施設

の運営など更生保護事業を営むことを目的とする団体が、更生保護事業法の規定に基づ

き、法務大臣の認可を受けて設立する法人。 

 

コレワーク 

矯正就労支援情報センター室の通称。受刑者等の就労先を在所中に確保し、出所後速

やかに就労に結び付けるため、受刑者等の帰住地や取得資格等の情報を一括管理し、出

所者等の雇用を希望する企業の相談に対応して、企業のニーズに適合する者を収容する

施設の情報を提供する（雇用情報提供サービス）などして、広域的な就労支援等に取り

組んでいる。 

  

【さ行】 

再入者 

受刑のため刑事施設に入所するのが 2 度以上の者。 

 

再犯者 

刑法犯により検挙された者のうち、前に道路交通法違反を除く犯罪により検挙された

ことがあり、再び検挙された者。 

 

ＣＦＰ（Case Formulation for Probation／Parole） 

保護観察対象者との面接、裁判関係資料等からの情報収集を踏まえて、再犯・再非行

の誘発要因と改善更生を促進する要因、それぞれの背景要因、相互作用などを理論的・

実証的根拠に基づいて分析し、保護観察処遇の焦点と留意事項を明らかにするアセスメ

ントツールのこと。 

 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ） 

 「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals 略称 SDGs） 

平成 27 年 9 月の国連サミットで採択された「持続のための 2030 アジェンダ」にて記

載された 2030 年までの国際目標。持続可能な世界を実現するための 17 のゴール・169 の

ターゲットから構成され、「地球上の誰一人として取り残さない」ことがうたわれている。 

 

社会福祉協議会 

地域福祉の推進を図ることを目的とする社会福祉法人。 

 

社会を明るくする運動 

全ての国民が、犯罪や非行の防止と犯罪や非行をした人たちの更生について理解を深

め、それぞれの立場において力を合わせ、犯罪や非行のない安全で安心な明るい地域社

会を築くための全国的な運動。 
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少年鑑別所 

①家庭裁判所等の求めに応じ、鑑別対象者の鑑別を行うこと、②観護の措置の決定が

執られて収容している者等に対して、観護処遇を行うこと、③地域社会における非行及

び犯罪の防止に関する援助を行うことを目的とする法務省所管の施設。③の業務に関し

ては、「法務少年支援センター」の名称を使用している。 

 

処遇 

警察等によって検挙された者が、その後、検察、裁判、矯正及び更生保護の各段階で

受ける取扱いをいう。 

 

自立準備ホーム 

刑務所・少年院などを出所した後、帰る家のない者が、自立できるまでの間、一時的

に住ことのできる民間の施設。あらかじめ保護観察所に登録されたＮＰＯ法人、社会福

祉法人などが、それぞれの特長を生かして自立に向けた生活指導などを行っている。 

 

新受刑者 

 裁判が確定し、その執行を受けるため、新たに入所した受刑者。 

 

セーフティネット住宅 

 低額所得者、被災者、高齢者、子育て世帯等の住宅の確保に特に配慮を要する住宅確

保要配慮者の入居を受け入れる住宅として都道府県等が登録した住宅のこと。 

 

生活環境の調整 

刑事施設や少年院などの矯正施設に収容されている人の釈放後の住居や就業先などの

帰住環境を調査し、改善更生と社会復帰にふさわしい生活環境を整えることによって、

仮釈放等の審理の資料等にするとともに円滑な社会復帰を目指すもの。   

 

生活困窮者自立相談支援機関 

生活困窮者自立支援法に基づき福祉事務所設置自治体に設置され、生活困窮者からの

相談を受け、本人が自立した生活を送ることができるよう包括的・継続的な支援を行う

機関。 

 

【た行】 

地域生活定着支援センター 

高齢又は障がいにより、福祉的な支援を必要とする受刑者等に対し、矯正施設、保護

観察所及び地域の福祉等の関係機関等と連携・協働しつつ、矯正施設入所中から出所後

まで一貫した相談支援を実施し、社会復帰及び地域生活への定着を支援するための機関。

2009年度に厚生労働省によって「地域生活定着支援事業（現在は地域生活定着促進事業）」

として事業化され、原則として各都道府県に 1 か所設置されている。 
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地域包括支援センター 

市町村が設置主体となり、保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員等を配置して、

住民の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行う機関。 

 

地方検察庁 

検察官の行う事務を統括する機関。地方検察庁は各都道府県庁所在地等に置かれ、地

方裁判所・家庭裁判所が管轄する刑事事件を取り扱い、捜査及び起訴・不起訴などの処

分を行っている。 

 

特別調整 

矯正施設及び保護観察所において、高齢者又は障がいを有する者で、かつ、適当な帰

住先がない受刑者等について、釈放後速やかに、必要な介護、医療、年金等の福祉サー

ビスを受けることができるようにするため、適当な帰住先の確保を含め、出所後の福祉

サービス等について調整を行うもの。 

 

【は行】 

非行少年 

犯罪少年、触法少年、ぐ犯少年をいう。 

①「犯罪少年」罪を犯した少年（犯行時に 14 歳以上であった少年）をいう。 

②「触法少年」14 歳に満たないで刑罰法令に触れる行為をした少年をいう。 

③「ぐ犯少年」保護者の正当な監督に服しない性癖等の事由があり、少年の性格又は環

境に照らして、将来、罪を犯し、又は刑罰法令に触れる行為をするおそれのある少年

をいう。 

 

ＢＢＳ会 

非行のある少年や悩みを持つ子供たちに、兄や姉のような立場で接しながら、その立

ち直りや成長を支援する活動等（BBS 運動（Big Brothers and Sisters Movement））を行

う青年のボランティア団体。 

 

法務少年支援センター 

少年鑑別所が、少年鑑別所法第 131 条に基づき、児童福祉機関、学校・教育機関など

の青少年の健全育成に携わる関係機関・団体と連携を図りながら、地域における非行及

び犯罪の防止に関する活動や健全育成に関する活動などを行う際の名称。 

 

暴力追放運動推進センター 

暴力団員による不当な行為の防止と被害の救済に寄与することを目的として、公安委

員会の指定により各都道府県に一つずつ設置された機関であり、県民や各自治体が暴力

追放運動を推進するための拠点としての活動を行っている。 
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保護観察 

犯罪をした人又は非行のある少年が、実社会の中でその健全な一員として更生するよ

うに、国の責任において指導監督及び補導援護を行うこと。保護観察処分少年、少年院

仮退院者、仮釈放者、保護観察付執行猶予者及び婦人補導院仮退院者の計５種の人がそ

の対象となる。 

 

保護観察官 

心理学、教育学、福祉及び社会学等の更生保護に関する専門的知識に基づき、社会の

中において、犯罪をした人や非行のある少年の再犯・再非行を防ぎ改善更生を図るため

の業務に従事する国家公務員。 

 

保護観察所 

主に家庭裁判所の決定により保護観察になった少年、刑務所や少年院から仮釈放等に

なった人、保護観察付執行猶予になった人などに対する保護観察などを行う機関。全国

に 50 か所あり、それぞれ地方裁判所の管轄区域ごとに置かれている。 

 

保護司 

犯罪をした人や非行のある少年の立ち直りを地域で支えるボランティアである。その

身分は法務大臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員であり、保護観察の実施、犯罪予

防活動等の更生保護に関する活動を行っている。 
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